
答申案の概要

Ⅰ　個人企業経済調査（基幹統計調査）の変更

１　調査計画の変更
（１）調査の目的及び
調査対象の範囲の変
更

① 調査対象となる産業の範囲を限
定的に規定している調査の目的
を変更し、調査対象の範囲を、お
おむね全産業に拡大

・適当と整理
（調査結果の利活用のより一層の促進に資するもの）

② 報告単位を事業所単位から個人
企業単位に変更

・適当と整理
（報告者負担の軽減及び正確な記入の確保に資するも
の）

（２）報告者の数及び
選定方法の変更

① 上記（１）の変更を受け、標本設
計 を 見 直 し 、 報 告 者 数 を 、 約
3,700から約37,000に拡大

・適当と整理
（結果精度を高め、詳細な集計に資するもの）

② 調査期間を３年とした上で、毎年
３分の１ずつ交替させるローテー
ション・サンプリングを導入

・適当と整理
（統計法施行状況審議で示された方向性を踏まえたも
のであり、統計の正確かつ安定的な作成・提供に資す
るもの）

（３）報告を求める期
間（周期及び実施時
期）及び報告を求め
る事項の変更

① 動向調査（四半期調査）と構造調
査（年次調査）を統合し、年次調
査に集約

・適当と整理
（①報告者数が大幅に増加する中、調査実務上の負担
及び報告者の記入負担の両面から四半期調査の維持
が困難であること、②調査結果の利活用を勘案したも
の）

② 調査の実施時期を「５月20日～６
月末」に変更

・適当と整理
（他の統計調査の実施時期及び報告者の実情に沿っ
た変更）

③ 調査票の統合に伴い、報告を求
める事項を整理

・おおむね適当と整理

◆ただし、今回の変更により四半期調査を取りやめるこ
との代替措置等の理由から、調査事項の一部について
追加及び修正の必要性を指摘

⇒【今後の課題❶】

（４）報告を求める方
法の変更

○ 都道府県経由の調査員調査か
ら、民間事業者を活用した郵送・
オンライン調査に変更

・適当と整理
（①報告者数が大幅に増加する中、都道府県職員及び
統計調査員の業務負担を大幅に増やすことが困難で
あること、②第Ⅱ期基本計画において、民間事業者の
効果的かつ適正な活用が求められており、調査実施者
において、適切な対応が講じられること）

⇒【今後の課題❷】

（５）集計事項の変更

※未諮問基幹統計の確
認を含む。

○ 新たに都道府県別集計を行うとと
もに、調査事項の変更に伴う集計
事項の見直し

・適当と整理
（地域統計拡充のニーズに対応するものであること）
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答申案の概要変更内容等項目

（６）調査結果の公表
時期の変更

○ 年次調査への集約及び調査時
期の変更に伴い、公表時期を変
更

・現時点において適当と整理
（①調査計画の大幅な見直しを踏まえ、正確な回答を
確保し、精度の高い統計を提供するために慎重な審
査・集計の実施するものであること、②利活用上の支障
が生じないよう対応）

⇒【今後の課題❸】

① 電子商取引の状況についての把
握

・適当と整理
（電子商取引を行った個人企業の割合が低く、結果表
章に必要な標本数の確保が困難であることにより対応
を見送り）

② 郵送調査等の調査方法の導入 ・適当と整理
（今回の変更により、民間事業者を活用した郵送・オン
ライン調査に変更）

・適当と整理
（今回の変更により、オンライン調査を導入するものであ
り、オンラインによる回答に支障が生じないよう配慮する
取組を確認）

Ⅱ　個人企業経済統計（基幹統計）の指定の変更

○ 統計の作成対象となる産業を限
定して規定していた作成目的を
変更

・適当と整理
（個人企業に係る全体像のより的確な把握や、産業間
の比較可能性の向上等に資する）

❶ 「ビジネスサーベイ」創設に係る検討の進捗状況を踏まえ、必要に応じて、報告を求める事
項を再検討。ただし、個人企業を対象にする本調査の特性を考慮し、記入可能性及び報告者
負担を把握した上で、慎重に検討
❷ 民間委託に伴う対応状況と影響について検証し、必要に応じて、その改善を実施
❸ 変更後の計画による調査実務上のノウハウの蓄積を踏まえ、実査・審査の状況が安定した
段階で、公表の早期化を検討

２　前回答申におけ
る課題への対応状況

※統計審議会（当時）答
申（平成13年11月）

《今後の課題》

３　オンライン調査の推進
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